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　調布九条の会｢憲法ひろば｣第１５５回例会は６月13日(土)にたづくり映像シアターで開催。コロナ禍での定数制限いっぱいの37人が参加し元都立高校社会科教員の鈴木敏夫さん(写真左上)のお話を聞いた。司会は石山久男世話人(写真左下)。レポートは三宅征子世話人が担当した。（編集部）
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検定結果


　２０２１年から使われる中学校教科書の検定結果は、２年前に導入された「特別の教科　道徳」を含め１０教科２３社１１５点のうち１０６点、再申請でさらに１点が合格したが、５点が申請取り下げ、３点３冊が不合格となった。検定意見の総数は４７７５件。文科省の意向に対する発行者側の「忖度」が強まっている。


教員と生徒への負担


　学習の高度化が教科書を分厚くかさばるものにし、懇切丁寧な解説により教員の負担を軽減するかもしれない反面、教員も生徒も誘導されることになり、教員の専門性を阻害し、生徒の学びの創造性・発見の面白さを失いかねない。


教材の精選が必須


　中学校教員の６割が過労死ラインを超えていることを文科省は認めていながら「分野ごとに軽重を工夫すれば、教えきれない内容ではない。教員の負荷に直接つながらない」としている。教員を増やさず、持ち時間も減らさず、新しい学びの実現を教員に一方的に押しつけるのでは、さらに多忙に追い込むだけ。「変形労働時間制」の導入などは問題外。


「主体的・対話的で深い学び」と教科書


　各教科書とも「テーマ学習」が増えている。百花繚乱の態だが、荒唐無稽な設定などを見直し、工夫や精選がいる。深い学びには､基本的な知識や社会経験も必要であり、中学生の目線で見ることも大事である。


カリキュラム・マネジメントで推進


　新学習指導要領での教育課程推進のために導入され、学校の教育目標とそれにそった教育課程の作成、各教科を越えた授業などを学校の組織・運営などを点検しながら改善を促すいわゆるＰＤＣＡサイクル（ＰＬＡＮ＝計画→ＤＯ＝実行→ＣＨＥＣＫ＝評価→ＡＣＴ＝改善）による取り組みを、校長のリーダーシップで全教職員を動員して行わせるものでトップダウンでの指導要領の押しつけとなる恐れがある。


個別教科書について


▼社会科　歴史


　領土問題では政府見解（北方領土に加え、竹島と尖閣諸島についても「我が国固有の領土」などと明記）を詳しく書き込ませている。


　育鵬社は、歴史的事実をゆがめ、日本の明治以降の戦争や植民地獲得、支配について正当化する記述をしている。大日本帝国憲法については「国民は法律の範囲内で、言論や集会、信仰などさまざまな自由が保障される」と書いているが、実際には下位法の治安維持法などで、国民の自由、権利が侵害された事実を巧妙に隠蔽している。日本国憲法については「ＧＨＱは日本側の改正案を拒否し、自ら作成した改正案を受け入れるよう日本側に強く迫った」と事実と異なる記述となっている。


　日本軍「慰安婦」に関する記述は検定でも削れないことが、新たに参入した山川出版の「戦地に設けられた『慰安施設』には、朝鮮、中国、フィリピンなどから女性が集められた（いわゆる従軍慰安婦）」との記述が認められたことから証明された。


　南京事件はすべての教科書が取り上げている。強制連行、戦後補償問題は、各社のばらつきが大きい。育鵬社、教育出版は戦後補償を取り上げていない。


▼社会科　公民


　安保法制について政府見解（３要件）を書き込ませる検定意見が付されたものが多かったが、集団的自衛権行使に反対する国民の意見が大きかったことをきちんと伝える記述にすべきである。


　立憲主義については、権力の制限による人権保障という意義にそって説明されているのが４社。憲法改正については育鵬社、自由社が他社の倍以上も改正の論点を取り上げ、育鵬社は改正が必要との方向に誘導も。この問題で出色なのは帝国書院で「憲法９６条の定める手続きは、憲法の基本原理を継承し、現行憲法と『一体』といえる改正を行うための手続きです。このため、国民主権原理の変更、戦争の解禁、人権保障・権力分立の廃止などの憲法改正は許されないと理解されています」と記述されている。


　国民主権は国民一人ひとりが選挙だけでなく、集会やデモ、表現の自由を含めた多様な手段が大切だが、教育出版、自由社、育鵬社は権限行使の記述が少ない。さらに育鵬社は、「国民主権」と「象徴天皇制」を一つの項目にし、天皇の役割を重視したものになっている。


　基本的人権の尊重と公共の福祉で、育鵬社以外は、「普遍的な権利」として人権の重要性を表現しているが、育鵬社は「公共の福祉」を盾に、基本的人権の制限のケースを表にしたり、人権制約が例外であることを不明瞭にしている。また国民の義務に関し、国民に憲法を守る義務があるかのような記載になっている。


　平和主義と安全保障・国際協力では、東京書籍、教育出版、帝国書院、日本文教が、平和主義の背景として戦争の加害と被害について取り上げている。憲法９条と自衛隊について憲法違反等の主張を紹介しているのは、教育出版、帝国書院、日本文教出版。自由社、東京書籍、育鵬社は政府見解のみの記載。自由社と育鵬社は、自衛隊と日米安保条約を積極的に評価している。


▼特別の教科  道徳


　全社が「自己評価欄」を設けている。これは教師が参考にできると思われる反面、子どもの内心の自由に立ち入る恐れがあり、問題を含んでいる。文科省は「道徳科で養う道徳性は、生徒が将来いかに人間としてよりよく生きるか、いかに諸問題に適切に対処するかといった個人の問題に関わるものである。このことから中学校の段階でどれだけ道徳的価値を理解したかなどの基準を設定することはふさわしくない」『中学校学習指導要領解説　特別の教科　道徳編　（２０１７年７月）』と言っているが、面従腹背を促す教科書ともいえる。


　コロナ禍で、学校がいかに大事か分かった。少人数学級を実現し、親の経済力で格差が生じることなどのないような新たな取り組みが求められている。


　（三宅征子・記）
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子どもと教科書全国ネット21事務局長
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